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第 2 章 大河原町の現状 

１．人口の推移 

（１）大河原町の人口 

本町の人口は、区画整理や住宅開発等により住宅地が拡大し人口が増加してきましたが、平成26年の

人口23,774人をピークに人口減少に転じ、以後、減少が続いています。       
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（２）大河原町の年齢階層別（15 歳未満・15～64 歳・65 歳以上）人口推移 

本町の年齢階層別（３区分）人口構成比については、15歳未満の年少人口及び15～64歳の生産年齢

人口の割合が減少する一方、65歳以上の割合が年々増加し、確実に高齢化が進んでいます。 

（各年１月１日、単位：人） 

 平成７年 平成 12 年 平成 17 年 平成 22 年 平成 27 年 令和２年 令和６年 

１５歳未満 3,939 3,574 3,437 3,442 3,329 3,108 2,819 

１５～６４歳 14,875 15,240 15,373 14,910 14,575 14,149 13,935 

６５歳以上 3,228 3,893 4,517 5,136 5,864 6,453 6,777 

合計 22,042 22,707 23,327 23,488 23,768 23,710 23,531 
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（３）大河原町の人口の自然動態及び社会動態（近年10年間） 

本町の人口動態については、10年前では出生と死亡の人数に差がない状態でしたが、令和に入り新

型コロナウイルス感染症の影響もあり、出生数が少なくなり自然減が続いています。一方、町内で住宅を

取得する町外からの転入世帯が多く、社会増が続いていることから人口減少の緩和につながっています。 

（単位：人） 

 H26 年 H27 年 H28 年 H29 年 H30 年 R１年 R２年 R３年 R４年 R５年 

自然増加 21 △15 △68 △69 △74 △129 △100 △113 △213 △159 

社会増加 △27 △53 △8 114 47 197 △43 206 131 112 

合計 △6 △68 △76 45 △27 68 △143 93 △82 △47 
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（４）大河原町の出生率（0歳児/人口・人口1,000人あたりの出生率） 

本町の出生率については、20年前ぐらいには国や宮城県（以下「県」という。）の平均出生率を上回って

いましたが、令和２年で出生率が6.2と下回り、令和４年で国や県を大きく下回る5.0と下降し続けています。

令和５年においても、出生率5.0と同数値であり改善が見込めていない状況です。   

（毎年 1 月 1 日現在・単位：％） 

 

平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 令和２年 令和４年

国 9.5 8.4 8.5 8.0 6.8 6.3

宮城県 9.4 8.2 8.2 7.8 6.4 5.7

大河原町 10.9 9.8 7.8 9.2 6.2 5.0
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２．世帯形態と就業状況 

（１）大河原町の世帯数及び一世帯当たりの平均人員の推移 

本町の住民基本台帳における世帯数は、平成27年と令和６年を比較すると1,175世帯が増えています

が、その期間、人口は減少しています。単身世帯の増、世帯分離の増などの要因が考えられます。 

   一世帯当たりの平均人員は、平成７年の3.27人から令和６年2.25人へと減少し続けています。                     

                                                                                                                             

（各年１月１日、単位：世帯・人） 

 
 

（２）大河原町の就業率の推移 

本町の男女の就業率について、平成７年では男性の就業率に対し女性の就業率が20％以上低い状

態でしたが、令和２年ではその差が約10％に縮まっていることがわかります。女性の社会進出が顕著に見

受けられるというよりは、男性の就業率が下降し続けていることが要因のようです。               

（単位：％） 
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世帯数 6,732 7,393 8,183 8,746 9,302 9,859 10,477

世帯あたりの人員 3.27 3.07 2.85 2.69 2.55 2.40 2.25
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本町の男女別の就業状況は、20代前半まで男女とも同じような就業率をたどっていますが、男性と比較

し、20代後半から女性の就業率に差が出てきています。結婚・出産・子育てなどによる離職と思われます

が、その後、子育て期間においても女性の就業率が40代まで横ばいとなっており、再就職が進まず、就業

率に男女差が生じています。 

（単位：％）

 

 

（３）大河原町の就業者の従業上の形態 

   本町の就業者の従業上の形態について、男性の約７割が正規雇用者に対し、女性の正規雇用者の割

合は 46.2％になっています。また、女性の約４割がパート・アルバイトで従事している状況にあります。 

（単位：％） 
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３．多様な分野での男女共同参画の現状 

①各種審議会等の女性委員の割合                             （令和６年４月１日現在） 

 
審議会等の数 委員等の数 

 女性委員のい
ない審議会等
の数 うち女性委員の数 女性委員の割合 

各種審議会等 24 223 人 63 人 28.3％ 4 

※令和６年４月１日現在、宮城県内市町村の各種審議会等の女性委員の割合は 29.5％となっています。 

 

②各分野における女性の割合                 （令和６年４月１日現在） 

 
全体数 

 県内市町村にお
ける女性の割合 うち女性の数 女性の割合 

議会議員 15 人 1 人 6.7％ 17.1％ 

行政区長 42 人 2 人 4.8％ 6.1％ 

役場管理職 24 人 9 人 37.5％ 23.9％ 

役場一般職員 193 人 93 人 48.2％ 47.0％ 

小中学校 PTA 会長 ５人 ２人 40.0％ 22.9％ 

小学校管理職 9 人 ２人 22.2％ 24.4％(R5) 

中学校管理職 ６人 0 人 0％ 17.2％(R5) 

商工会会員経営者 565 人 70 人 12.4％ ー 

消防団員 249 人 7 人 2.7％ 2.9％(R5) 

町助成による地域防災士
(防災介助士)資格取得 

36 人 11 人 30.6％ ー 

防災会議(①再掲) 21 人 1 人 4.8％ 13.5％ 

まち・ひと・しごと創生会議 
(①再掲) 

13 人 ２人 15.4％ ー 

空き家等対策協議会 

(①再掲) 
9 人 １人 11.1％ ー 

農業振興促進協議会 

(①再掲） 
13 人 1 人 7.7％ ー 

都市計画審議会(①再掲) 10 人 0 人 0％ ー 

文化財保護委員(①再掲) 5 人 0 人 0％ ー 

※（①再掲）表示は、女性の割合が少ない審議会等を表したもので、各種審議会等全表記は資料編に掲載しています。 
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男女共同参画に関する アンケート 調査結果について、 令和６ 年９ 月号の広報紙によ り お知ら せし た内容です。
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